






外来種については、 生物多様性国家戦略2023 -2030 においても我が国の生物

多様性の危機の1 つ に挙げられており、 環境省では、 令和6 (2024)年度に「 外

来種被害防止行動計画 第 2 版（以下「行凱計画 」という。）」を農林水産省及び

国土交通省 と ともに策定し、 平成26 (2014)年度に「 我が国の生態系等に被害

を及ぼすおそれのある外来種リスト（以下「 生態系被害防止外来種リスト」とい

う。）」を農林水産省とともに作成しており（令和 7 年度改定予定）、 我が国の外

来種対策について、各主体の役割を含む具体的な行動の指針等を示している。公

益社団法人日本動物園水族館協会には、外来種の適正飼養の推進、外来種に関す

る普及啓発や調査研究、防除手法に対する専門的助言、外来種の同定への協力等

の役割が期待されている。

また、公益社団法人日本動物園水族館協会は、 平成25 (2011)年9月に環境

省が 設立した「国連生物多様性の10 年日本委員会(UNDB-J)」に参画し、多様な

セクタ ーと連携しなが ら、我が国の生物多様性を保全し、その重要性を伝えてい

く取組を進めてきたが 、 その後継組織である「2030 生物多様性枠組実現日本会

議 (J-GBF)」 にも構成団体 として引き続き参画している。

加えて、公益社団法人日本動物園水族館協会では、 平成24 (2012)年度の組

織改正により、 生物多様性委員会を設置し、 平成25 (2013)年度の通常総会に

おいては「国内外の園館や関係省庁、関係機関、地域の 人々との連携を強化し、

生物多様性の保全に向けた活動をさらに推進していきます 」と決議している。

公益社団法人日本動物園水族館協会（以下「 甲 」 という。）と環境省自然環境

局（以下「乙」という。）では、 絶滅危惧種の保全及び外来種対策等に係る取組

の推進に関して連携を図ることにより、 我が園の生物多様性の保全と主流化の

より一層の推進に資するこ とを目的とし、 次のとおり協定を締結する。

（連絡調整会議）

第1条 甲及び乙は、我が国の生物多様性保全の推進に係る連携を図るため、甲

と乙の連絡調整会議（ 年に1回程度）を開催する。

2 甲及び乙は、 連絡調整会議において本協定書に記載されている取組に関す

る実施状況報告を行う とともに、 必要に応じて取組の円滑な推進を図るため

の所要の調整を行う。



3 甲及び乙は、 本協定書に記載されている取組に関する具体的な調整を図る

ため、 必要に応じて関係担当者による会議を開催する。

（定義）

第2条 本協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めると

ころによる。

(1)絶滅危惧種 最新の環境省レッドリストの掲載種のうち、 絶滅危惧 IA類

(CR)、 絶戚危惧IB類(EN)及び絶滅危惧II類(VU)をいう （本協定におい

て生息域外保全を検討しうる種として野生絶滅(EW)も含む。）。

(2) 生息域外保全 我が国の絶滅のおそれのある野生動植物種を、 その自然の

生息地外において、人間の管理下で保存することをいう（生息域外保全基本

方針における語句の定義参照。）。

(3) 外来種 導入（意図的・非意図的を問わず人為的に、 過去又は現在の自然

分布域外へ移励させることをいう。） によりその自然分布域 （その生物が本

来有する能力で移動できる範囲により定まる地域をいう。） の外に生育又は

生息する生物種 （分類学的に異なる集団とされる亜種若しくは変種又はそ

の生物が交雑することにより生じた生物を含む。）

（絶滅危惧種の保全における連携）

第3条 甲及び乙は、 「希少野生動植物の保存のための基本方針 （平成30年4

月13日閣議決定）」、 生息域外保全基本方針及び「絶滅のおそれのある野生動

植物種の野生復帰に関する基本的な考え方（平成23年3月環境省策定）」に

沿って、 絶城危惧種の保全の取組を連携して実施する。

2 乙は、 甲の協力の下、 「絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する

法律（以下 「種の保存法」という。）」の国内希少野生動植物種について、 環境

大臣等の定める保護増殖事業計画に基づく保全の取組を実施しようとする場

合には、甲の生物多様性委員会を窓口として調整を行い、必要に応じて、当該

種の保全に関する協力依頼内容を明記した文書を自然環境局野生生物課希少

種保全推進室長名で発出することにより甲に依頼する。 当該文書は年度ごと

に発出することとする。



3 甲は、前項の依頼があった場合には可能な範囲で協力し、甲及び甲の正会員

所属園館が当該種の保全の取組を実施する際には、 その実施する内容につい

て計画を作成し、乙の同意を得て実施するものとする。 この場合において甲が

実施する取組は、 乙の保護増殖事業の一部として取り扱うものとする。

4 第2項の場合において、乙は、環境大臣等の定める当該種の保護増殖事業計

画に基づく保全の取組に係る実務の調整を、 当該種の保護増殖事業を所管す

る地方環境事務所又は自然環境事務所の野生生物課を窓口として行う。

5 第2項の場合において、甲は、環境大臣等の定める当該種の保護増殖事業計

画に基づく保全の取組に関係する調査研究の実施等について、 乙と協議の上、

関係する大学及び研究者等との調整を行う。

6 甲は、絶滅危惧種について、甲の正会員所属園館における飼育実績等の保全

の取組の実施状況に係る情報収集・整備を行い、 乙に提供する。

7 甲及び乙は、 前項の情報を基に飼育下繁殖技術等の科学的知見が不足して

いる分類群又は種を抽出し、 類似種への応用性が高いこと及び実現性等の効

果について協力して検討を行った上で、 必要に応じて相互にその技術確立に

協力する。

8 甲又は乙は、 特定の絶滅危惧種（第2項の依頼があった種を除く。）の保全

の取組を実施する場合、 必要に応じて可能な範囲で相互の取組に協力する。

（外来種対策における連携）

第4条 甲及び乙は、 行動計画を踏まえ、 外来種対策を連携して実施する。

2 甲は、乙に対して、生態系被害防止外来種リストの掲載種の防除手法に対す

る専門的助言及び当該種に関する調査研究や同定への協力等を必要に応じて

イ丁つ。

（生物多様性の主流化、 普及啓発及びその他の活動）

第5条 甲及び甲の正会員所属園館並びに乙は、 生物多様性の保全と持続可能

な利用の重要性が様々な主体に広く認識され、 それぞれの行動に反映される

ことを目指す生物多様性の主流化や、 絶滅危惧種の保全及び外来種対策に係

る事項の生物多様性保全に資する普及啓発を実施する場合、 必要に応じて相



互の取組に協力する。

2 甲及び 乙は、本協定に定めのある事項以外の生物多様性保全に資する活動

を行おうとする場合であって、 相互に有する専門的知見の活用が有用と認め

るときは、可能な範囲で相互の取組に協力する。

（協定の変更）

第6条 本協定に定める事項について変更すべき事情が生じたときは、 甲及び

乙のいずれからも当該変更を申し出ることができる。この場合において、甲及

び乙は、 それぞれ誠意をもって協議に応ずるものとする。

（協定の有効期限等）
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本協定は、その締結日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書によ
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り贔虚の終了を申し出ない限り継続するものとする。
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！ ！ 第8条 本協定の実施に関し必要な事項、本協定に定めのない事項及び本協定

に関して疑義が生じた事項については、甲及び乙の協議の上、定めるものとす

る。
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